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50,000kwhの発電量に対し15,725kgのCO2削減効果がある場合、
50年生の杉1本当たりのCO2吸収量を約14kgとして算出。

15,725kg÷14kg＝1,123.2
となりおよそ1,123本分の植林と同等の効果があると考えられま
す。
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広島の省エネ・節税を応援します！

省エネ 再エネ 優遇税制

法人様必見！省エネ商材で活用できる導入補助金！

無料

2019年2月の弊社ニュースレターでご紹介させていただきましたこちらの補助金ですが、この2か月間で内
容変更や追加がございました。この補助金は、補助率が1/2であることに加え、「地域の防災協定」を結ぶ
ことになるため、CSR対策として大きなメリットになります！改めてご紹介させていただきます！

＊地域の防災・減災と低炭素化を同時実現する自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業＊

株式会社大目商店

補助金内容

対
象
設
備

①再生可能エネルギー設備、未利用エネルギー活用設備、コジェネレーションシステム※FIT不可
太陽光、風力、小水力、地中熱、廃熱や地熱、バイオマス資源、太陽熱、雪氷熱等

②省エネルギー設備※①の設備と併せての導入に限る
高効率空調、高効率照明、高効率給湯機器、EMS、変圧器、その他（執行団体に確認）

③上記に付帯する設備※上記設備と併せての導入に限る
蓄電池設備（据置型）※太陽光を導入する場合は必須（既存の再エネ設備があれば導入可）

要
件

① 対象施設が地域防災計画に位置付け済、又は地方公共団体との協定を締結済（締結予定）であること
② 平時において自家消費可能、かつ災害時に自律的に稼働する再エネ設備を導入すること
③ 災害時、設備稼働に十分な電源を確保すること
④ 耐震性の有無
⑤ 土砂災害危険性区域ではないこと、浸水被害危険性区域の場合は措置を講じること
⑥ CO2削減
⑦ 災害時活用可能なコンセントを確保

補
助
率

設備費、工事費の１／２
※既存設備の撤去処分費、消費税は補助対象外

限
度
額

上限：無し
下限：200万

評
価

① 対象施設の種類、避難者の収容人数等
② 財政の健全性
③ CO2削減量、費用効率性
④ 平時における役割
⑤ 普及効果
⑥ 国の施策への取組状況 （国土強靭化計画、COOL CHOICE等）

こんな方にオススメ
✔ 電気代削減を進めていきたい企業様
✔ ＣＳＲ対策を検討されている企業様
✔ 災害対策を検討されている企業様

防災協定未締結でもＯＫ！

必要な書類

１年分のご使用エネルギー明細
・検針票 ・請求書 ・領収書 ・供給会社発行の一覧
※使用量、請求金額、供給会社が確認できるもの

まずはこちらをご
用意ください！

この補助金は、「地方公共団体との防災協定の締結」が必要ですが、現段階で協定を結んでいない企業様もこ
れから結ぶことで、この補助金を受けられます。各地方公共団体・締結内容により、条件が異なっておりますの
で、詳細は市役所の担当部署へお問い合わせする必要があります。なお、この補助金は補助事業が完了する
2020年3月末までに協定を結ぶことが条件となっておりますので、お早めにご相談ください！！

予算額（210億円）に達するまで、期間延長します！（9月末まで）


